
ついては、貴省において、事務局委託事業における非常勤職員の賃金について、業務実態

を反映させて実績報告書に適切に計上することにより委託費の適正な支払を確保するよう、

アのとおり是正の処置を要求し並びにイ及びウのとおり是正改善の処置を求める。

ア 機構に対して、20、21両年度の事務局委託事業における非常勤職員の賃金のうち、過

大に支払われていたと認められる前記の賃金相当額について国庫に返還させること、ま

た、機構と同様に事務局委託事業を実施している生物研究所等機構以外の独立行政法人等

に対して同様の事態がないか 20、21両年度の事務局委託事業について調査を行い、その

結果、過大に支払われていたと認められる賃金相当額があった場合には、その賃金相当額

を国庫に返還させること

イ 事務局委託事業を受託している独立行政法人等に対して、非常勤職員の業務の実施状況

を業務日誌に記載することなどにより、非常勤職員が事務局委託事業に従事した時間数を

把握し、事務局委託事業に係る非常勤職員の賃金を実績報告書に適切に計上させるよう周

知徹底すること

ウ 委託費の適正な支払を確保するため、事務局委託事業の委託契約書に定める調査を必要

に応じて実施するとともに、事務局委託事業に係る実績報告書の内容等に対する事務局の

検査体制を整備すること

（注 2） 14研究所等 中央農業総合研究センター、作物、果樹、花き、野菜茶業、畜産草地、

動物衛生、農村工学、食品総合各研究所、北海道、東北、近畿中国四国、九州沖縄

各農業研究センター、生物系特定産業技術研究支援センター

（注 3） 12研究所等 中央農業総合研究センター、作物、果樹、花き、野菜茶業、畜産草地、

動物衛生、農村工学、食品総合各研究所、北海道、九州沖縄両農業研究センター、

生物系特定産業技術研究支援センター

（ 2）官用車に係る車検等請負契約について、契約の公正性、透明性及び競争性を確保する

よう、契約の対象となる官用車を都道府県の単位にまとめるなどして一般競争契約と

する是正改善の処置を求めたもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）農林水産本省 （項）農林水産本省共通費

（項）農林水産統計調査費

（組織）地方農政局 （項）地方農政局

�
�
�
�
�
�
�
�
�

平成 19年度は、

一般会計 （組織）農林水産本省 （項）農林水産本省

（項）総合食料対策費

（項）農林漁業統計情報費

（組織）地方農政局 （項）地方農政局

�
�
�
�
�
�
�
�
�

食料安定供給特別会計 （業務勘定）

（項）事務取扱費

部 局 等 農林水産本省、 7地方農政局、北海道農政事務所、36地方農政事務

所、沖縄総合事務局

契 約 の 概 要 官用車の車検及び定期点検整備を請負により実施するもの
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一般競争契約と
することなく少
額随契としてい
た契約件数及び
契約金額

3,980件 3億 0479万円（平成 19、20両年度）

【是正改善の処置を求めたものの全文】

官用車に係る車検等請負契約の契約方式について

（平成 22年 3月 12日付け 農林水産大臣あて）

標記について、会計検査院法第 34条の規定により、下記のとおり是正改善の処置を求める。

記

1 車検等請負契約の概要

� 車検及び定期点検整備の概要

貴省は、農林水産省設置法（平成 11年法律第 98号）に基づき、食料の安定供給の確保、農

林水産業の発展等を図るため、食料の安定供給の確保に関する政策に関すること、農林水

産業に係る国土の総合開発及び国土調査に関することなどの事務をつかさどっている。そ

して、地方農政局、北海道農政事務所、地方農政事務所等を設置して、これらの事務の一

部を分掌させており、その事務の用に供するために農林水産本省（以下「本省」という。）及

び地方農政局等において、国の所有に属する自動車（以下「官用車」という。）を多数保有し

て、管理、使用している。

自動車については、道路運送車両法（昭和 26年法律第 185号）により、国土交通大臣の行

う検査（以下「車検」という。）を受け、有効な自動車検査証の交付を受けているものでなけ

れば、これを運行の用に供してはならないとされている。そして、自動車検査証の有効期

間は、自動車の種別、用途等や新規検査又は継続検査の別に応じて 1年、 2年又は 3年と

されている。また、自動車の使用者は、自動車の種別、用途等に応じて、 3月、 6月又は

1年ごとに自動車を点検して必要に応じ整備（以下「定期点検整備」という。）をすることに

より、当該自動車を保安基準に適合するように維持しなければならないとされている。

このため、本省及び地方農政局等は、国土交通省地方運輸局長の指定を受けた自動車分

解整備事業者（以下「指定自動車整備事業者」という。）と車検及び定期点検整備に係る請負

契約（以下「車検等請負契約」という。）を締結し、それぞれが保有している官用車について

車検及び定期点検整備を実施している。

� 車検等請負契約の締結

本省及び地方農政局等が保有している官用車は、一般会計又は食料安定供給特別会計

（以下「食料特別会計」という。）等の特別会計に属している。そして、官用車を管理する物

品管理官等は、車検又は定期点検整備を行う時期が近づいた官用車について、物品管理法

（昭和 31年法律第 113号）等に基づき、それぞれの組織の契約担当官等に対して車検等請負

契約の締結に係る要求を行い、これを受けて契約担当官等は、会計法（昭和 22年法律第 35

号）等に基づき指定自動車整備事業者と車検等請負契約を締結している。

国が売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合には、会計法等により、原則とし

て、公告して申込みをさせることにより競争に付さなければならないこととされている。

ただし、工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約でその予定価格が

100万円を超えないものをする場合には随意契約によることができるなどとされている
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（以下、予定価格が少額であることを理由とした随意契約を「少額随契」という。）。

� 行政効率化への取組

貴省は、行政の無駄を省き「簡素で効率的な政府」を実現するため行政効率化関係省庁連

絡会議が平成 16年 6月に取りまとめた「行政効率化推進計画」の一環として、同月に「農林

水産省行政効率化推進計画」を作成している。そして、今後の取組計画の一つとして、事

務の省力化、契約の公正性の確保及びコストの削減を図る観点から、物品、役務等の一括

調達の推進等を図るなどして、一般競争入札の導入・拡大に取り組んでいくこととしてい

る。

2 本院の検査結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、合規性、経済性等の観点から、官用車に係る車検等請負契約の契約事務が会計法

等に基づき適正に処理されているか、契約方式が契約の公正性、透明性及び競争性を確保で

きるものになっているかなどに着眼して、本省、 7地方農政局
（注 1）

、北海道農政事務所、38地

方農政事務所
（注 2）

及び沖縄総合事務局（以下、各都道府県に置かれているこれらの地方農政局か

ら沖縄総合事務局までを総称して「農政局等」という。）が保有する官用車（19年度末保有台数

2,983台、20年度末同 2,793台）に係る 19、20両年度の車検等請負契約計 3,990件（契約金額

計 3億 3051万余円（支払金額同額。自動車損害賠償責任保険料及び自動車重量税を除く。以

下同じ。）、契約の対象となった官用車の延べ台数 10,058台）を対象として検査した。

検査に当たっては、上記の本省及び 47農政局等のうち本省及び 10農政局等
（注 3）

において、契

約書、見積書等の書類を確認するなどして会計実地検査を行うとともに、残りの 37農政局

等については、貴省から契約関係書類の写し等の提出を受けて検査した。

（検査の結果）

検査したところ、検査対象とした車検等請負契約計 3,990件のうち、一般競争により契約

を締結していた北陸農政局新潟、富山両農政事務所を除く本省及び 45農政局等
（注 4）

において締

結された車検等請負契約計 3,980件（契約金額計 3億 0479万余円、契約の対象となった官用

車延べ台数 9,367台）は、すべて少額随契により締結されていた。

この少額随契となっていた車検等請負契約計 3,980件についてみると、次の�から�のよ
うな状況となっていた（複数の態様に該当している農政局等及び契約がある。）。

� 官用車を一般会計に属するものと食料特別会計に属するものとに区分して、その官用車

が属する会計ごとに契約を締結しているもの

41農政局等（契約件数 3,688件、契約金額 2億 6610万余円、官用車延べ台数 8,026台）

� 官用車を使用する官署の所在地ごとに区分して、その官署の所在地ごとに契約を締結し

ているもの

38農政局等（同 3,467件、 2億 4766万余円、7,545台）

� 官用車を車検又は定期点検整備の実施時期ごとに区分して、その実施時期ごとに契約を

締結しているもの

本省及び 44農政局等（同 3,873件、 2億 9992万余円、9,232台）

� 官用車 1台ごとに契約を締結しているもの

3農政局等（同 565件、2010万余円、565台）

上記のとおり、本省及び 45農政局等が車検等請負契約の対象となる官用車を選定するに
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当たり、属する会計ごと、使用する官署の所在地ごと及び車検等の実施時期ごとに区分する

などしていたことから、 1件の契約の対象となる官用車の台数は比較的少数となり、その結

果、車検等請負契約の予定価格が 100万円を超えないものとなっていたと認められる。

しかし、車検及び定期点検整備は、いずれも道路運送車両法等で定められた共通の検査項

目及び実施方法により年間を通じて定期的に行われるものであり、車検等に要する経費は保

安確認検査料等及びこれらに伴って生ずる消耗物品に要する経費等に限られたものとなって

いることから、各項目の単価を設定し、通年の契約とすることが可能であると認められる。

さらに、各都道府県には一般に指定自動車整備事業者が複数存在していることなどから、

本省及び各農政局等の官用車を一括して契約することとして予定価格を作成し一般競争によ

り契約を締結することが可能な状況になっていると認められる。

現に、一般競争により契約を締結していた前記の北陸農政局新潟、富山両農政事務所にお

いては、属する会計や使用する官署の所在地等にかかわらず官用車を都道府県の単位に集約

し、保安確認検査料等について単価を定めるなどして一括した予定価格を作成し、その結果

予定価格が 100万円を超えていることから、一般競争により車検等請負契約を締結している

状況である。

（是正改善を必要とする事態）

上記のように、本省及び農政局等において、官用車に係る車検等請負契約について、契約

の対象となる官用車を都道府県の単位にまとめるなどして一般競争契約とすることなく、属

する会計ごと、使用する官署の所在地ごと、車検等の実施時期ごとに区分するなどして少額

随契としている事態は契約の公正性、透明性及び競争性を確保する面から適切とは認められ

ず、是正改善を図る要があると認められる。

（発生原因）

このような事態が生じているのは、次のことなどによると認められる。

ア 本省及び農政局等において、官用車に係る車検等請負契約について、一般競争契約とす

ることにより、契約の公正性、透明性及び競争性を確保することの重要性に対する認識が

十分でなかったこと

イ 貴省において、本省及び農政局等に対し、官用車に係る車検等請負契約について、一般

競争契約とすることを検討し実施するよう十分な指導を行っていなかったこと

3 本院が求める是正改善の処置

貴省は、今後とも、公共調達の効率化等を図るために、農林水産省行政効率化推進計画等

に基づき、事務の省力化、契約の公正性の確保及びコストの削減を図る観点から、一般競争

入札の一層の拡大に取り組んでいくことなどとしている。

ついては、貴省において、官用車に係る車検等請負契約について、契約の公正性、透明性

及び競争性を確保するよう、契約の対象となる官用車を都道府県の単位にまとめるなどし

て、一般競争契約とする是正改善の処置を求める。

（注 1） 7地方農政局 東北、関東、北陸、東海、近畿、中国四国、九州各農政局

（注 2） 38地方農政事務所 青森、岩手、秋田、山形、福島、茨城、栃木、群馬、千葉、東

京、神奈川、山梨、長野、静岡、新潟、富山、福井、岐阜、三重、滋賀、大阪、兵

庫、奈良、和歌山、鳥取、島根、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知、福岡、佐

賀、長崎、大分、宮崎、鹿児島各農政事務所
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（注 3） 10農政局等 東北農政局、北海道農政事務所、青森、岩手、秋田、山形、山梨、長

野、富山、福岡各農政事務所

（注 4） 45農政局等 東北、関東、北陸、東海、近畿、中国四国、九州各農政局、北海道農政

事務所、青森、岩手、秋田、山形、福島、茨城、栃木、群馬、千葉、東京、神奈

川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、三重、滋賀、大阪、兵庫、奈良、和歌山、鳥

取、島根、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知、福岡、佐賀、長崎、大分、宮

崎、鹿児島各農政事務所、沖縄総合事務局

【当局が講じた処置】

本院は、農林水産本省において、その後の処置状況について会計実地検査を行った。

検査の結果、農林水産省は、本院指摘の趣旨に沿い、車検等請負契約について、22年 2

月に発した事務連絡に基づいて契約の対象となる官用車を都道府県の単位にまとめるなどの

検討を行い、22年度における契約から一般競争契約とする処置を講じていた。

（ 3） 国営土地改良事業所等において賃借して使用するパーソナルコンピュータの使用期間

をより経済的な年数とすることにより、賃借料の節減を図るなどするよう是正改善の

処置を求めたもの

会計名及び科目 食料安定供給特別会計（国営土地改良事業勘定）（平成 19年度以前は国

営土地改良事業特別会計）

（項）土地改良事業費

（項）離島土地改良事業費

一般会計 （組織）農林水産本省

（項）農林水産本省

（項）農地等保全管理事業費

（項）農業生産基盤整備・保全事業費

（項）海岸事業費

（項）離島振興事業費

（組織）地方農政局

（項）農業生産基盤整備・保全事業工事諸費

（項）地すべり対策事業工事諸費

（項）海岸事業工事諸費

部 局 等 7地方農政局

契 約 の 概 要 国営土地改良事業の実施等に当たり、書類の作成等のために使用する

パーソナルコンピュータの賃貸借契約及びワープロソフトの使用権の

購入契約

パーソナルコン
ピュータの賃借
料相当額

1億 8219万余円（平成 18年度～20年度）

ワープロソフト
の使用権の購入
額

1161万余円（平成 18年度～20年度）

節減できた賃借
料相当額�

2920万円（平成 18年度～20年度）
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